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経済のエンジンについて 
 
 

(1) 「第３期実施計画」の策定の趣旨 

・ 県では、県政運営の総合的・基本的指針を示す総合計画として、平成

24年に「かながわグランドデザイン基本構想」（以下「基本構想」とい

う。）及び「かながわグランドデザイン実施計画」を策定するとともに、

27年に「かながわグランドデザイン第２期実施計画」（以下「第２期実

施計画」という。）を策定し、様々な課題への対応を着実に進めてきた。 

・ 平成30年度に「第２期実施計画」の最終年度を迎えたことから、政策

全般について点検を行った結果、少子高齢化、グローバル化、技術革新

の動きなどに進展はあるものの、「基本構想」策定時の社会環境につい

ては、変化の傾向が継続していることが確認できた。また、国連におい

て採択されたＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の理念と県がこれまで進

めてきた取組みは、軌を一にするものであることも確認できた。 

・ こうしたことから、今後も現行の「基本構想」の方向性に沿って政策

を推進することとし、「かながわグランドデザイン第３期実施計画」

（以下「第３期実施計画」という。）を策定して取り組むこととした。 
 

(2) 経緯 

平成31年４月15日 総合計画審議会への諮問 

４月17日 県民意見募集等の実施（５月16日まで） 

４月19日 総合計画審議会計画推進評価部会・計画策定専門

部会（以下「部会」という。）における「第３期

実施計画（素案）」の審議 

令和元年５月17日 第２回県議会定例会 全常任委員会へ「第３期実

施計画（素案）」の報告 

５月22日 総合計画審議会における「第３期実施計画（素

案）」の審議 

５月30日 部会における「第３期実施計画（案）」の審議 

６月６日 総合計画審議会における「第３期実施計画（案）」

の審議 

６月26日 第２回県議会定例会 全常任委員会へ「第３期実

施計画（案）」の報告 

７月24日 総合計画審議会から答申 

７月30日 第３期実施計画を策定 
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(3) 「第３期実施計画」の概要 

・ 県の政策の全体像を総合的・包括的に示す「主要施策」などをまとめ

た「主要施策・計画推進編」と、喫緊の課題に対応するため先進性や発

展性などをもった重点施策を分野横断的にとりまとめ、ねらいや具体的

な取組みなどを示した「プロジェクト編」で構成する。 

ア 計画期間 

令和元年度～令和４年度（４年間） 

イ プロジェクト編の構成 
 

１ 策定に当たって 

２ プロジェクト（５つの柱と23のプロジェクト） 

柱Ⅰ 健康長寿 

１  未病      ２ 医療        ３ 高齢者 

４ 障がい児・者 

柱Ⅱ 経済のエンジン 

５ エネルギー   ６ 産業振興      ７ 観光 

８ 農林水産 

柱Ⅲ 安全・安心 

９ 減災      10 治安        11 安心 

柱Ⅳ ひとのチカラ 

12 男女共同参画  13 子ども・青少年  14 学び・教育     

15 文化芸術    16 スポーツ       17 雇用 

柱Ⅴ まちづくり 

18 地域活性化   19 多文化共生      20 協働連携       

21 自然          22 環境        23 都市基盤 

３ かながわグランドデザインとＳＤＧｓ 

４ 神奈川の戦略 

(1) ヘルスケア・ニューフロンティアの推進   

(2) 人生100歳時代 

(3) ロボットと共生する社会の実現 

(4) ともに生きる社会かながわの実現 

(5) 地方創生の推進 

(6) マグネット・カルチャーの推進 
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(7) グローバル戦略の推進 

(8) 未来社会創造 

５ 計画推進のための行政運営 

(1) ＩＣＴ・データの利活用 

(2) 持続可能な行政サービスの提供 

(3) 多様な担い手との連携 

(4) クロスによる施策展開 

(5) 戦略的な広報の実施 

６ プロジェクトの指標・ＫＰＩ 

７ プロジェクトと主要施策との関係 

参考 神奈川をとりまく状況 

 

ウ 主要施策・計画推進編の構成 
 

主要施策 

１ 政策分野別の体系     ２ 地域別の体系 

Ⅰ エネルギー・環境     ○ 川崎・横浜地域圏 

Ⅱ 安全・安心        ○ 三浦半島地域圏 

Ⅲ 産業・労働        ○ 県央地域圏 

Ⅳ 健康・福祉        ○ 湘南地域圏 

Ⅴ 教育・子育て       ○ 県西地域圏 

Ⅵ 県民生活 

Ⅶ 県土・まちづくり 

計画推進 

１ 計画の進行管理 

２ 個別計画・指針 

３ プロジェクト事業費 

 

付属資料 

かながわグランドデザイン第３期実施計画の策定経過 

神奈川県総合計画審議会答申 

神奈川県総合計画審議会委員名簿 

県民参加などの概要 
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(4) 柱Ⅱ「経済のエンジン」にかかるプロジェクトについて 

 

＜趣旨＞ 

安定した分散型エネルギーシステムの構築、国家戦略特区制度などを

活用した成長産業の創出、観光資源の発掘・磨き上げの促進、農林水産

業の活性化などに取り組むことにより、経済のエンジンを回し、活力あ

ふれる神奈川を実現します。 

 

PJ５ エネルギー（第３期実施計画 プロジェクト編 22ページ） 

～かながわスマートエネルギー計画の推進～ 

＜背景とねらい＞ 

東日本大震災を契機に導入が進んできた再生可能エネルギ

ー等については、固定価格買取制度の見直しなどにより普及

が厳しい状況にありますが、国が「第５次エネルギー基本計

画」においてその主力電源化を掲げたほか、自然災害による

大規模停電をきっかけに、改めて再生可能エネルギー等の一

層の導入と集中型電源から分散型電源への転換が求められて

います。 

そこで、再生可能エネルギー等の導入加速化や、固定価格

買取制度を活用しない自家消費型の太陽光発電への転換など

に取り組み、災害時も停電のない、エネルギー自立型の住

宅・ビル・街の実現をめざします。 

＜具体的な取組み＞ 

・再生可能エネルギー等の導入促進 

・安定した分散型エネルギー源の導入促進 

・省エネルギーの促進とスマートコミュニティの形成 

 

PJ６ 産業振興（第３期実施計画 プロジェクト編 24ページ） 

～明日の県内経済を担う産業づくり～ 

＜背景とねらい＞ 

ＡＩ、ＩｏＴ、ロボットなどの第４次産業革命の波は、あ

らゆる産業・社会生活を劇的に変革する可能性を秘めており、

経 済 発 展 と 社 会 的 課 題 解 決 を 両 立 す る 新 た な 社 会

「Society5.0」が国において提唱されている中、産業構造の

転換が一層進んでいくことが予測されます。また、少子高齢

化の進展による人手不足や海外との競争の激化などから、企
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業経営は楽観視できない状況が続くと見込まれ、さらなる県

内経済の活性化が求められています。 

そこで、国家戦略特区をはじめとした特区制度なども活用

し、最先端医療やロボットなどの成長産業の創出・育成を図

るとともに、ベンチャー支援や企業誘致、企業経営の未病改

善により、県内産業の活性化を図り、持続可能な県内経済の

実現をめざします。 

＜具体的な取組み＞ 

・成長産業の創出・育成 

・企業誘致などによる産業集積 

・県内企業の活性化 

 

PJ７ 観光（第３期実施計画 プロジェクト編 26ページ） 

～観光立県かながわの実現をめざして～ 

＜背景とねらい＞ 

観光産業は裾野が広く、神奈川の経済において重要な役割

を担うことが期待されています。ラグビーワールドカップ

2019TMや東京2020大会の開催に向けて、国内外から観光客を呼

び込む取組みを加速するとともに、その後の展開も見据えて、

地域の活性化や雇用の促進などにつなげるため、持続可能で

発展的な観光施策に取り組む必要があります。 

そこで、魅力ある観光地の形成など、観光資源の発掘・磨

き上げを進めるとともに、戦略的プロモーションの推進、受

入環境の整備など、観光消費額の一層の増加につながる取組

みを推進していくことで、誰もが訪れたくなる「観光立県か

ながわ」の実現をめざします。 

＜具体的な取組み＞ 

・観光資源の発掘・磨き上げ 

・戦略的プロモーションの推進 

・受入環境の整備 

 

PJ８ 農林水産（第３期実施計画 プロジェクト編 28ページ） 

～農林水産業の活性化による地産地消の推進～ 
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＜背景とねらい＞ 

神奈川の農林水産業は、担い手不足や高齢化による経営体

の減少が続いており、このままでは、県民の身近で営まれる

農林水産業のメリットを生かした地産地消が立ち行かなくな

る可能性があります。 

そこで、持続可能な農業の促進などＳＤＧｓのゴールにも

資する取組みとして、新規就業の促進や意欲ある経営体の育

成支援、ＩＣＴやロボット技術を活用した生産技術の開発・

普及など持続可能な経営基盤を確立するとともに、県民ニー

ズに応じた新鮮で安全・安心な農林水産物の提供を支援しま

す。また、ブランド力の強化により、農林水産物の利用拡大

を図ります。こうした取組みにより、農林水産業の活性化を

図り、地産地消を推進します。 

＜具体的な取組み＞ 

・持続可能な経営基盤の確立 

・農林水産物のブランド力の強化による利用拡大 

 


